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技術提案資料提出一覧表                                            別表 １ 

評価分類 評価項目 評価内容 添付書類等 様式 

技術提案資料 

提出書（表紙） 
   

技術提案資料

（様式第１号） 

企業の施工能力 

元請工事の施工 

実績 

平成22年4月１日以降における建築一式

工事の元請の完成工事実績の有無（受注

形態が共同企業体の場合、出資比率が

30％以上） 

※ただし、複数の実績がある場合でも申

請は１案件とする 

記載した完成工事について、日本建設情報総合セ

ンターのコリンズ工事実績情報システムの竣工

時カルテの写しを添付。工事名、工期、契約金額、

発注機関名及び受注者双方の押印が確認できる

契約書（電子契約の場合は、契約書及び契約締結

を証明する書類）の写し及び工事概要が確認でき

る書類の写しでも可 

共同企業体での施工実績の場合は、各社の構成比

率が確認できるもの（協定書の写し）を添付のこ

と 

民間工事を実績として記載の場合は、実績要件を

満たしていることが分かるように記載した施工

証明書を添付のこと 

技術提案資料

（様式第２号） 

ＩＳＯの認証取得 
ＩＳＯ９００１又はＩＳＯ１４００１の

認証取得 

技術提案資料等の提出期限現在で有効なＩＳＯ

９００１又はＩＳＯ１４００１の登録証の写し 

建設キャリアアッ

プシステムの登録 

建設キャリアアップシステムにおける事

業者登録の状況 

登録状況が確認できる書類を添付 

（登録完了時のハガキの写し、又は、建設キャリ

アアップシステムでの自社情報の画面印刷等） 

配置予定技術者

の能力 

元請工事の技術者

の実績 

平成22年4月１日以降における建築一式

工事の元請の完成工事実績（受注形態が

共同企業体の場合、出資比率が30％以上） 

※ただし、複数の実績がある場合でも申

請は１案件とする 

※着工から工事完了まで従事した実績に

限る 

記載した完成工事について、日本建設情報総合セ

ンターのコリンズ工事実績情報システムの竣工

時カルテの写しを添付。工事名、工期、契約金額、

発注機関名及び受注者双方の押印が確認できる

契約書（電子契約の場合は、契約書及び契約締結

を証明する書類）の写し及び工事概要が確認でき

る書類の写しでも可 

共同企業体での施工実績の場合は、各社の構成比

率が確認できるもの（協定書の写し）を添付のこ

と 

民間工事を実績として記載の場合は、実績要件を

満たしていることが分かるように記載した施工

証明書を添付のこと 

技術提案資料

（様式第３号） 
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評価分類 評価項目 評価内容 添付書類等 様式 

地域精通度・ 

地域貢献度 

 

地理的要件 

和泉市内に和泉市登録の本店、支店又は

営業所の有無 

（申請日現在） 

令和 6・7 年度入札参加資格審査申請において確

認する 

技術提案資料

（様式第４号） 

防災協定 
和泉市との防災協定締結の有無 

（R7.8.20現在） 
和泉市との防災協定書の写し 

和泉市発注の元請

工事の施工実績 

平成22年4月1日以降における和泉市発

注の契約金額 4,000 万円以上の完成工事

の元請実績の有無 

記載した完成工事について、日本建設情報総合セ

ンターのコリンズ工事実績情報システムの竣工

時カルテの写しを添付。工事名、工期、契約金額、

発注機関名及び受注者双方の押印が確認できる

契約書（電子契約の場合は、契約書及び契約締結

を証明する書類）の写し及び工事概要が確認でき

る書類の写しでも可 

共同企業体での施工実績の場合は、各社の構成比

率が確認できるもの（協定書の写し）を添付のこ

と 

市内業者育成 

平成22年4月1日以降の完成工事におい

て、和泉市内に本店、支店又は営業所の

いずれかを置く建設業者（建設業を営む

者）を一つの工事で 500 万円以上（複数

社の合計でも可）の下請契約の実績の有

無 

市内業者の下請けの実績が確認できる資料 

（契約書（電子契約の場合は、契約書及び契約締

結を証明する書類）の写し又は発注書の写し） 

要件を満たしていることが確認できない場合は、

加点しないものとする 

市内下請の活用

（工事のみ） 

 

本工事の一次下請における市内・準市内

業者（和泉市内に本店、支店又は営業所

のいずれかを置く建設業許可業者）数 

工事着手後に、下請負人通知書で、下請数を満た

しているかを確認し、竣工時にも下請負人通知書

や必要に応じて施工体制台帳等で、最終的な履行

確認を行う 

技術提案資料は、令和7年9月25日（木）から令和7年10月1日（水）の期間に、持参又は郵送（書留又は簡易書留）で送付すること。

郵送の場合は令和7年10月1日(水)までに必着 






